
�愛媛県告示第２３６６号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく一般

廃棄物処理施設の設置の許可の申請があったので、同条第４

項の規定に基づき、次のとおり告示する。

法第８条第２項の申請書及び同条第３項の書類は、愛媛県

県民環境部環境局廃棄物対策課、西条中央保健所、松山中央

保健所及び西条市役所並びに東温市役所において告示の日か

ら１月間公衆の縦覧に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名

オオノ開發株式会社

松山市中野町甲１００番地

代表取締役 大野照旺

２ 一般廃棄物処理施設の設置の場所

東温市河之内字大小屋乙６２８番１

３ 一般廃棄物処理施設の種類

一般廃棄物最終処分場

４ 一般廃棄物処理施設において処理する一般廃棄物の種類

燃え殻、汚泥、ばいじん、ガラスくず、粗大ごみ等

５ 申請年月日

平成１６年１０月２６日

６ 意見書の提出

当該一般廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する

者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過

する日までに、愛媛県知事に次のとおり意見書を提出する

ことができる。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名

イ 当該一般廃棄物処理施設の設置に関する生活環境の

保全上の見地からの意見

� 提出先

愛媛県県民環境部環境局廃棄物対策課及び西条中央保

健所並びに松山中央保健所
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�愛媛県告示第２３６７号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号。以下「法」という。）第１５条第１項の規定に基づく産業

廃棄物処理施設の設置の許可の申請があったので、同条第４

項の規定に基づき、次のとおり告示する。

法第１５条第２項の申請書及び同条第３項の書類は、愛媛県

県民環境部環境局廃棄物対策課、西条中央保健所、松山中央

保健所及び西条市役所並びに東温市役所において告示の日か

ら１月間公衆の縦覧に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名

オオノ開發株式会社

松山市中野町甲１００番地

代表取締役 大野照旺

２ 産業廃棄物処理施設の設置の場所

東温市河之内字大小屋乙６２８番１、乙６２８番７

３ 産業廃棄物処理施設の種類

安定型産業廃棄物最終処分場

４ 産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類

廃プラスチック類、ゴムくず、金属くず、ガラスくず・

コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴っ

て生じたものを除く）及び陶磁器くず、がれき類

５ 申請年月日

平成１６年１０月２６日

６ 意見書の提出

当該産業廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する

者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過

する日までに、愛媛県知事に次のとおり意見書を提出する

ことができる。

平成１６年１２月３日金曜日 第１６１５号

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名

イ 当該産業廃棄物処理施設の設置に関する生活環境の

保全上の見地からの意見

� 提出先

愛媛県県民環境部環境局廃棄物対策課及び西条中央保

健所並びに松山中央保健所

�������
�愛媛県告示第２３６８号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７

号。以下「法」という。）第１５条第１項の規定に基づく産業

廃棄物処理施設の設置の許可の申請があったので、同条第４

項の規定に基づき、次のとおり告示する。

法第１５条第２項の申請書及び同条第３項の書類は、愛媛県

県民環境部環境局廃棄物対策課、西条中央保健所、松山中央

保健所及び西条市役所並びに東温市役所において告示の日か

ら１月間公衆の縦覧に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、

その代表者の氏名

オオノ開發株式会社

松山市中野町甲１００番地

代表取締役 大野照旺

２ 産業廃棄物処理施設の設置の場所

東温市河之内字大小屋乙６２８番１

３ 産業廃棄物処理施設の種類

管理型産業廃棄物最終処分場

４ 産業廃棄物処理施設において処理する産業廃棄物の種類

燃え殻、汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、金

属くず、鉱さい、ガラスくず・コンクリートくず（工作

物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く）及

び陶磁器くず、ばいじん、廃石綿、処分するために処理

したもの

５ 申請年月日

平成１６年１０月２６日

６ 意見書の提出

当該産業廃棄物処理施設の設置に関し利害関係を有する

者は、縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経過

する日までに、愛媛県知事に次のとおり意見書を提出する

ことができる。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は、その代表者の氏名

イ 当該産業廃棄物処理施設の設置に関する生活環境の

保全上の見地からの意見

� 提出先

愛媛県県民環境部環境局廃棄物対策課及び西条中央保

健所並びに松山中央保健所

�愛媛県告示第２３６９号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院でなくなった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２３７０号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令

第８号）第１条第１項の規定による救急病院である。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２３７１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」

という。）第５条第１項の規定による届出があったので、同

条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労

働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに四国中央市役所において告示の日から４月間縦覧

に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

マルナカ伊予三島店

四国中央市寒川町字神ノ木３５番５外

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社マルナカ

香川県高松市円座町１００１番地

代表取締役 中山芳彦

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名

称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社マルナカ

香川県高松市円座町１００１番地

代表取締役 中山芳彦

� 大規模小売店舗の新設をする日

平成１７年７月１６日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

２，６５１平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１４０台

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

西条市立周桑病
院 西条市壬生川１３１番地 西 条 市

平成１９年
１０月３１日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名

公立周桑病院 東予市壬生川１３１番地 周桑病院企業団

愛 媛 県 報平成１６年１２月３日 第１６１５号
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イ 駐輪場の収容台数

７０台

ウ 荷さばき施設の面積

１３２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４０．５立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻

及び閉店時刻

開店時刻 午前９時

閉店時刻 午後１２時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前８時４０分から午前０時２０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

出入口３箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる

時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

平成１６年１１月１５日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺

の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意

見を有する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次の

とおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するととも

に、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方

局産業経済部商工労政課並びに四国中央市役所において告

示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあって

は代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意

見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第２３７２号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

南松山ショッパーズプ
ラザ

松山市朝生田町五丁
目１－２５

大規模小売店舗を設置する
者の代表者の氏名 岡本清秋 志村直也 平成１５年

１１月１０日
平成１６年
１１月２２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第２３７３号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び

松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要
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�愛媛県告示第２３７４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、神戸橘一部土地改良区から次のとおり役員が就任し

、及び退任した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２３７５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、西条市大町土地改良区から次のとおり役員が就任し

、及び退任した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

伊予鉄ターミナルビル 松山市湊町五丁目１
番地１ 駐車場の収容台数 １，９４７台 １，９１７台 平成１７年

１月１日
平成１６年
１１月２２日

駐車場の自動車の出入口の
数 １９か所 １８か所

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業

経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 久 門 忠 夫 西条市中野甲１４１１番地２

〃 塩 崎 宗三郎 西条市中野甲６７２番地

〃 西 原 隆 雄 西条市洲之内甲４２０番地

〃 安 藤 勝 俊 西条市安知生６５２番地

〃 篠 原 哲 夫 西条市中野甲１１５番地１３

〃 明 比 勲 西条市中野甲９２４番地

〃 真 木 茂 男 西条市西泉乙１５１番地２

〃 金 子 一 善 西条市野々市１２６番地４

〃 岩 本 雄 一 西条市西田甲５３６番地

〃 福 田 初 雄 西条市禎瑞６３３番地

監 事 横 井 公 之 西条市楢ノ木１６０番地

〃 清 水 積 正 西条市中野甲３１２番地１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 久 門 忠 夫 西条市中野甲１４１１番地２

〃 塩 崎 宗三郎 西条市中野甲６７２番地

〃 西 原 隆 雄 西条市洲之内甲４２０番地

〃 安 藤 勝 俊 西条市安知生６５２番地

〃 篠 原 哲 夫 西条市中野甲３６２番地

〃 伊 藤 博 西条市中野甲９７７番地

〃 真 木 茂 男 西条市西泉乙１５１番地２

〃 金 子 一 善 西条市野々市１２６番地４

〃 岩 本 雄 一 西条市西田甲５３６番地

〃 福 田 初 雄 西条市禎瑞６３３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 本 田 演 昭 西条市福武甲２９番地の２

〃 本 田 和 男 西条市福武甲１０７番地の４

〃 明 日 勇 雄 西条市福武甲１４１６番地の１

〃 明 日 信 雄 西条市福武甲１２９８番地

〃 丹 澄 夫 西条市福武甲２０６０番地

〃 丹 秋 男 西条市大町５７番地の２

〃 盛 実 昇 西条市福武甲１６２５番地の３

〃 近 藤 秋 義 西条市福武甲９４４番地の４

〃 金 子 明 西条市明神木５８番地

〃 加 藤 幸 一 西条市明神木９３番地の２

〃 長 坂 正 男 西条市大町１１４９番地の第３

〃 加 藤 喜 義 西条市大町９７９番地の３

〃 高 橋 元 正 西条市大町１０５８番地

〃 高 木 稔 西条市大町１６２番地の３

〃 松 本 政 志 西条市大町３４０番地

〃 日 野 喜 政 西条市大町１３２２番地の２

〃 木 藤 計 広 西条市大町４６８番地の１３

〃 矢 野 勝 西条市朔日市４６番地

〃 藤 田 利 高 西条市飯岡３１８８番地

監 事 野 間 和 幸 西条市福武甲１４６９番地

〃 冨 山 雅 夫 西条市大町１０９２番地

監 事 横 井 公 之 西条市楢ノ木１６０番地

〃 清 水 積 正 西条市中野甲３１２番地１

愛 媛 県 報平成１６年１２月３日 第１６１５号
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退 任

�������
�愛媛県告示第２３７６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、西条市禎瑞上部土地改良区から次のとおり役員が就

任し、及び退任した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２３７７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、五十崎町土地改良区から次のとおり役員が就任し、

及び退任した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 本 田 演 昭 西条市福武甲２９番地の２

〃 本 田 和 男 西条市福武甲１０７番地の４

〃 明 日 勇 雄 西条市福武甲１４１６番地の１

〃 丹 澄 夫 西条市福武甲２０６０番地

〃 丹 秋 男 西条市大町５７番地の２

〃 盛 実 昇 西条市福武甲１６２５番地の３

〃 近 藤 秋 義 西条市福武甲９４４番地の４

〃 金 子 明 西条市明神木５８番地

〃 加 藤 晧 逸 西条市明神木９６番地の２

〃 長 坂 正 男 西条市大町１１４９番地の第３

〃 曽我部 憲 夫 西条市大町１２６７番地の２

〃 加 藤 喜 義 西条市大町９７９番地の３

〃 高 橋 聰 西条市大町９１３番地の５

〃 高 木 稔 西条市大町１６２番地の３

〃 三 並 正 俊 西条市福武甲１１４８番地

〃 眞 鍋 稔 西条市神拝甲６６番地

〃 高 木 正 光 西条市大町６３８番地

〃 三 谷 英 敏 西条市朔日市５６番地

〃 藤 田 利 高 西条市飯岡３１８８番地

監 事 野 間 和 幸 西条市福武甲１４６９番地

〃 伊 藤 寅 市 西条市大町１２６０番地の１

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 田 信 雄 西条市禎瑞６８

〃 福 田 達 彦 西条市禎瑞１７５

〃 石 川 安 政 西条市禎瑞３２１

〃 岩 本 秀 則 西条市禎瑞３１１

〃 平 井 清 美 西条市禎瑞３３０

〃 福 田 豊 幸 西条市禎瑞５７６

〃 矢 野 憲 次 西条市古川乙５５－２

〃 伊 東 章 西条市禎瑞６１８

〃 安 藤 一 仁 西条市禎瑞６０５－２

〃 高 橋 昇 西条市禎瑞６７６

〃 宮 武 益 男 西条市禎瑞６７０

〃 白 石 充 西条市禎瑞９２９

〃 岡 本 省 三 西条市氷見丙６４－２

〃 越 智 易 孝 西条市樋之口１０９

〃 高 橋 豊 重 西条市朔日市６１５

監 事 伊 藤 康 西条市氷見丙６５－８

〃 黒 川 治 西条市禎瑞６１６

〃 井 上 一 夫 西条市禎瑞６８６

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 岡 廣 行 喜多郡五十崎町大字平岡甲９０８番地

〃 森 脇 光 晴 喜多郡五十崎町大字古田甲１８２０番地

〃 栗 田 謙 一 喜多郡五十崎町大字古田甲１１５１番地

〃 沖 見 善 嗣 喜多郡五十崎町大字古田甲４２０番地

〃 富 田 勝 也 喜多郡五十崎町大字大久喜甲４７５番
地

〃 沼 井 義 章 喜多郡五十崎町大字平岡甲３５２番地
の２

〃 田 中 康 愛 喜多郡五十崎町大字平岡甲１１３３番地

〃 前 田 安 正 喜多郡五十崎町大字平岡甲７０８番地

〃 福 岡 陸 男 喜多郡五十崎町大字宿間甲９２番地

〃 森 本 隆 喜多郡五十崎町大字宿間甲２４８番地

監 事 中 岡 典 子 喜多郡五十崎町大字宿間甲１４６番地
の５

〃 岡 田 堅 喜多郡五十崎町大字大久喜甲１６４番
地の４

〃 竹 田 清 志 喜多郡五十崎町大字平岡甲７３４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 岡 廣 行 喜多郡五十崎町大字平岡甲９０８番地

〃 森 脇 光 晴 喜多郡五十崎町大字古田甲１８２０番地

〃 栗 田 謙 一 喜多郡五十崎町大字古田甲１１５１番地

〃 沖 見 善 嗣 喜多郡五十崎町大字古田甲４２０番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 福 田 信 雄 西条市禎瑞６８

〃 福 田 達 彦 西条市禎瑞１７５

〃 石 川 安 政 西条市禎瑞３２１

〃 岩 本 幸 雄 西条市禎瑞３１１

〃 平 井 清 美 西条市禎瑞３３０

〃 福 田 豊 幸 西条市禎瑞５７６

〃 矢 野 憲 次 西条市古川乙５５－２

〃 安 藤 靖 臣 西条市禎瑞乙６０５－２

〃 高 橋 昇 西条市禎瑞６７６

〃 宮 武 益 男 西条市禎瑞６７０

〃 白 石 充 西条市禎瑞９２９

〃 岡 本 省 三 西条市氷見丙６４－２

〃 越 智 易 孝 西条市樋之口１０９

〃 高 橋 豊 重 西条市朔日市６１５

監 事 伊 藤 康 西条市氷見丙６５－８

〃 黒 川 治 西条市禎瑞６１６

〃 後 藤 耕 一 西条市禎瑞６１３

愛 媛 県 報平成１６年１２月３日 第１６１５号
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�愛媛県告示第２３７８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、津島町中央土地改良区から次のとおり役員が就任し

、及び退任した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２３７９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、西条市下島山土地改良区から次のとおり役員が退任

した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第２３８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、四国中央市妻鳥地区土地改良区から次のとおり役員

が退任した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第２３８１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、松山市高岡土地改良区から次のとおり役員が退任し

た旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任
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�愛媛県告示第２３８２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、道後平野土地改良区から次のとおり役員が退任した

旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任
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�愛媛県告示第２３８３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、明浜町土地改良区から次のとおり役員が退任した旨

の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

〃 富 田 勝 也 喜多郡五十崎町大字大久喜甲４７５番
地

〃 沼 井 義 章 喜多郡五十崎町大字平岡甲３５２番地
の２

〃 田 中 良 治 喜多郡五十崎町大字平岡甲１１６７番地

〃 前 田 安 正 喜多郡五十崎町大字平岡甲７０８番地

〃 伊 達 秋 義 喜多郡五十崎町大字宿間甲１２７番地

〃 山 田 安 記 喜多郡五十崎町大字宿間甲４２１番地

監 事 土 居 儀 員 喜多郡五十崎町大字古田甲７５３番地
の１

〃 山 岡 正 市 喜多郡五十崎町大字平岡甲６３７番地

〃 上 田 熊 男 喜多郡五十崎町大字宿間甲１３４番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 越 智 貞 男 西条市下島山甲５８８番地

〃 松 浦 寅太郎 西条市下島山甲２２３３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 佐 藤 博 司 四国中央市妻鳥町２６８２番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 竹 内 慎一郎 松山市高岡町５３０

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 房 義 東温市北方２６５１番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 武 田 貞 康 津島町大字下畑地甲１０７１

〃 木 田 道 隆 津島町浦和４１５－１

〃 山 本 司 津島町大字下畑地甲１５１０

〃 坂 本 順 作 津島町岩松１９０５

〃 山 本 俊 幸 津島町大字近家甲１１１２－７

〃 毛 利 守 雄 津島町大字下畑地甲１７８２

〃 梅 村 正 秀 津島町北灘甲７５８

〃 藤 岡 謙一郎 津島町大字上畑地甲３２７

〃 西 山 吉 和 吉田町立間１－１９４９

監 事 魚 崎 泰 郎 津島町北灘乙１９１２

〃 松 本 武 雄 津島町大字山財６５２５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 本 武 雄 津島町大字山財６５２５

〃 武 田 貞 康 津島町大字下畑地甲１０７１

〃 木 田 道 隆 津島町浦和４１５－１

〃 坂 本 順 作 津島町岩松１９０５

〃 山 本 俊 幸 津島町大字近家甲１１１２－７

〃 毛 利 守 雄 津島町大字下畑地甲１７８２

〃 山 本 司 津島町大字下畑地甲１５１０

〃 藤 岡 謙一郎 津島町大字上畑地甲３２７

〃 細 川 寿 一 津島町北灘丁１２０８

監 事 梅 村 正 秀 津島町北灘甲７５８

〃 魚 崎 泰 郎 津島町北灘乙１９１２

愛 媛 県 報平成１６年１２月３日 第１６１５号
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退 任

�������
�愛媛県告示第２３８４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、西予市三瓶町土地改良区から認可申請のあった新た

な土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）

・朝立黒杭地区）の施行を平成１６年１１月１７日認可した。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第２３８５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定

により、新居浜市多喜浜土地改良区から認可申請のあった土

地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・多

喜浜新田地区）の計画の変更を平成１６年１１月１７日認可した。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第２３８６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項

の規定により、大洲市土地改良区から次のとおり土地改良事

業の工事が完了した旨の届出があった。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第２３８７号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条

第２項（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。

）の規定に基づき、宇和海を操業区域とする小型機船底びき

網漁業の許可又は起業の認可を申請すべき期間を次のように

定める。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成１６年１２月３日から１２月１６日まで

�������
�愛媛県告示第２３８９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

四国中央市曽根町字上秋則７２７番４、７３５番５及び７３５

番６並びに７３５番５地先農道及び７３５番５地先水路

２ 申請人の住所氏名

四国中央市上分町５５０番地１

毛利不動産有限会社

代表取締役 毛利 泰夫

３ 図面省略

�������
�愛媛県告示第２３９０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

伊予市尾崎字天神下９番６、９番８、２５番１、２５番５及

び２５番６

２ 申請人の住所氏名

伊予市下吾川９４９番地の１

山田建工株式会社

代表取締役 山田 保美

３ 図面省略

�愛媛県告示第２３８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 酒 井 正 直 西予市明浜町俵津１番耕地２８９番地

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 伊州子地区 平成１６年３月２５日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１７号
松山市南持田町２１番２地先から

同市湯渡町１２５番１地先まで

旧 ７．２～２３．０ ０．６７５

新 １８．０～２９．４ ０．６７５
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�愛媛県告示第２３９１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

喜多郡五十崎町大字平岡甲４６７番１

２ 申請人の住所氏名

喜多郡内子町大字内子甲１２１番地

株式会社とみなが

代表取締役 冨永 洪太郎

３ 図面省略

�愛媛県告示第２３９２号
次のとおり落札者を決定した。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条第１項の規定に基づき、特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ

ったので、同条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１６年１２月３日

愛媛県知事 加 戸 守 行

落札に係る物品等の名称及び
数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

１１０番情報管理装置の借上げ
一式

愛媛県警察本部総
務室会計課
愛媛県松山市南堀
端町２番地２

平成１６年１１月１８日
日立キャピタル株式会
社
東京都港区西新橋二丁
目１５番１２号

１，４２６，７９２円
（月額） 一般競争入札 平成１６年１０月８日

公 告

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１６年１１月１９日 特定非営利活動法人
えひめ電子化支援センター 乗 松 一 男 愛媛県松山市久万ノ台９４１番１ この法人は、県内の行政機関及び建設関連

に携わる企業及び団体・個人に対して、Ｃ
ＡＬＳ／ＩＴに関する普及・啓発活動とし
て、セミナー等の開催や各種情報の電子化
及びＩＴ化促進に関する事業を行い、更な
る情報化に寄与すると共に雇用機会の増大
を図り地域経済の活性化と、より高度な住
民サービスが提供される社会の構築を目指
すことを目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１６年１１月２２日 特定非営利活動法人
こすもす 垣 根 正 典 伊予市中村２０８番地の１ この法人は、自ら食事作りが困難な人々及

び地域の福祉やコミュニケーション活動を
行う団体の要請に応じて食事の供給を行い
、利用者とのふれあいをつうじて日常生活
の質の維持向上の手助けとし、団体の活動
を支え、栄養・食の文化をとおして地域の
保健・福祉の向上と地場産品の消費拡大に
寄与することを目的とする。
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申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１６年１１月２２日 特定非営利活動法人
愛媛県環境保全協会 藥師寺 智 松山市西野町乙１０３番地１ この法人は、産業型公害をはじめ地球温暖

化などの環境問題について、環境保全技術
の向上、調査・研究、情報提供に取り組む
とともに、県民や事業者等に対する普及啓
発、相談・助言、様々な活動主体や地域が
行う環境問題に対する活動の支援を行うこ
とにより、環境保全に寄与することを目的
とする。
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